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職場における受動喫煙防止対策に関する見解と要望

NPO法人　日本禁煙学会
理事長　作田　学
〒162−0063　東京都新宿区市谷薬王寺町30−5−201
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厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課環境改善室　御中

職場における受動喫煙防止対策に関する検討会　御中
2009年7月以降、「職場における受動喫煙防止対策に関する検討会」において、労働安全衛生法に基づく労働者の受動喫煙防止対策の基本的な考え方と受動喫煙防止措置の具体的なあり方が検討されてきた。とりわけ議論の焦点となっているのは、「職場において喫煙を制限する空間的な範囲」および「顧客が喫煙する職場において労働安全衛生法令により労働者の受動喫煙を防止する対策のあり方」、つまり、飲食店などサービス産業を完全禁煙にするか「分煙」にとどめるかということである。

受動喫煙の健康影響に関する科学的知見と、日常診療の中で明らかになった受動喫煙症による健康被害の実相を踏まえて、日本禁煙学会は、貴検討会に対し、以下の見解を示し、職場の完全禁煙化を強く要望する。
記

1. 職場の受動喫煙によって苦しむ多くの方々の声が日本禁煙学会に寄せられている。職場の受動喫煙は、非喫煙者の命を奪う１だけでなく、重い体調不良２をもたらし、健康な人生と生活の糧を奪っており、一刻も早く十分な対策を実行する必要がある。

2. サービス産業を含むすべての職場の屋内完全禁煙は、国際的にはタバコ規制国際枠組み条約３、国内的には労働安全衛生法４、そして根本的には憲法５の要請するところである。

3. 「分煙」は前記諸法令に対する明確な違反である。これ以上違法状態を続けるべきでない。 

4. 喫煙区域での勤務を強いられる「分煙」では、働く人々の命と健康を守ることはできない。

5. 飲食店完全禁煙を先行実施した諸国の経験によれば、屋内完全禁煙化による経済的悪影響はない６。

6. 風速や粉じん濃度は、受動喫煙をなくすためではなく、受動喫煙を隠す道具として使われてきた。あれこれの測定指標を受動喫煙の有無を判断する基準にすべきでない。

【注釈】

1. 心筋梗塞、脳卒中、肺ガン、気管支喘息など（受動喫煙ファクトシート参照）

2. 化学物質過敏症、気管支喘息悪化、うつ状態、頭痛、めまい、吐き気、目･のどの刺激症状など（受動喫煙ファクトシート参照）
3. タバコの規制に関する世界保健機関枠組条約（外務省訳）
第八条　タバコの煙にさらされることからの保護

１　締約国は、タバコの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすことが科学的証拠により明白に証明されていることを認識する。

２　締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合には他の公共の場所におけるタバコの煙にさらされることからの保護を定める効果的な立法上、執行上、行政上又は他の措置を国内法によって決定された既存の国の権限の範囲内で採択し及び実施し、並びに権限のある他の当局による当該措置の採択及び実施を積極的に促進する。

4. 労働安全衛生法

第22条　事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

1．原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害

2．放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害

3．計器監視、精密工作等の作業による健康障害

4．排気、排液又は残さい物による健康障害

(中略)
第119条　次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。

1．第14条、第20条から第25条まで…の規定に違反した者

（後略）

5. 日本国憲法

第二十五条　すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。

6. 松崎道幸．サービス業（バー・レストラン・ホテル等）を法律で完全禁煙にしても売り上げは減らなかった―海外の経験のまとめ―．　禁煙会誌　第3巻第4号　2008年8月1日http://www.nosmoke55.jp/gakkaisi/200808/index.html#matuzaki
以上

